
株式会社和心とマイグレ株式会社との株式交換に関する事前開示書類 

 

 当社及びマイグレ株式会社（以下、「マイグレ」という。）は 2025年9月12日をもって、当社を

完全親会社、マイグレを完全子会社とする株式交換（以下、「本株式交換」という。）を実施いたし

ます。本株式交換に関する会社法第794第1項に定める事前開示事項は下記のとおりであります。 

 

記 

 

１．株式交換契約の内容（会社法第794条第1項） 

 当社及びマイグレが2025年8月13日付けで締結した株式交換契約の内容は別紙1のとおりです。 

 

２．会社法第768条第1項第2号及び第3号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項（会

社法施行規則第193条第 1号） 

 別紙2のとおりです。 

 

３．会社法第768条第1項第4号及び第5号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項（会

社法施行規則第193条第 2号） 

 該当事項はございません。 

 

４．株式交換完全子会社についての事項（会社法施行規則第 193条第3号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等 

   別紙3のとおりです。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等 

   該当事項はございません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状

況に重要な影響を与える事象の内容 

   該当事項はございません。 

 

５．当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 193条第4号） 

 該当事項はございません。 

 

６．債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 193条第5号） 

 会社法第799条第1項の規定により株式交換について異議を述べることができる債権者はいない

ため、該当事項はございません。 

 

       2025年8月22日 

 

             東京都渋谷区千駄ヶ谷三丁目 20番 12号 

             株式会社和心 

           代表取締役 森 智宏 



（別紙1） 

 

株式交換契約書 

株式会社和⼼（以下「甲」という。）及びマイグレ株式会社（以下「⼄」という。）は、次のと

おり、株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第 1 条 （本株式交換） 

甲及び⼄は、本契約の規定に従い、甲が⼄の発⾏済株式を全部取得することにより、⼄を甲の完全

⼦会社とすることを⽬的とし、甲を株式交換完全親会社、⼄を株式交換完全⼦会社とする株式交換

（以下「本株式交換」という。）を⾏うことに合意する。 

 

第 2 条 （商号及び住所） 

甲及び⼄の商号及び住所は以下のとおりである。 

甲（株式交換完全親会社） 

商号：株式会社和⼼ 

住所：東京都渋⾕区千駄ヶ⾕3-20-12 

⼄（株式交換完全⼦会社） 

商号：マイグレ株式会社 

住所：静岡県伊東市吉⽥551 

 

第 3 条 （効⼒発⽣⽇） 

 

本株式交換がその効⼒を⽣ずる⽇（以下「効⼒発⽣⽇」という。）は、2025年9 ⽉12 ⽇とする。

但し、本株式交換の⼿続きの進⾏に応じ、必要があるときは、甲及び⼄で協議の上、これを変更す

ることができる。 

 

第 4 条 （株式交換に際して交付する株式及びその割当て） 

1 甲は、本株式交換に際して、本株式交換により甲が⼄の発⾏済株式の全部を取得する時点の直前

時（以下「基準時」という。）の⼄の株主（甲を除く）に対して、⼄の株式に代わり、その保有す

る⼄の株式の数に、628を乗じて得られる数の甲の普通株式株を交付する。 

2 甲は、本株式交換に際して、基準時における⼄の株主に対し、その保有する⼄の株式１株につき、

甲の株式628株の割合をもって割り当てる。 

3 前⼆項の規定に従い、甲が⼄の株主に対し割当交付しなければならない甲の株式の数に、１に満

たない端数がある場合は、甲は、会社法第234条その他の関係法令の規定に従い処理する。 



第 5 条 （株式交換完全親会社の資本⾦及び準備⾦の額に関する事項） 

本株式交換により増加する甲の資本⾦の額及び準備⾦の額については、次のとおりとする。 

資本⾦の額 ⾦０円 

準備⾦の額 会社計算規則第３９条に定めるところに従って、甲が適当に定める。 

本株式交換により増加する甲の資本⾦及び準備⾦の額については、会社計算規則第39条に定めると

ころに従って、甲が適当に定める。 

 

第 6 条 （開⽰及び株主総会） 

1 甲は、効⼒発⽣⽇の前⽇までに、本契約及び本株式交換に必要な開⽰などの⼿続きを完了するも

のとする。 

2 ⼄は、効⼒発⽣⽇の前⽇までに、株主総会において本契約及び本株式交換に必要な事項について

承認を受けるものとする。 

 

第 7 条 （会社財産の管理） 

甲及び⼄は、本締結⽇以降効⼒発⽣⽇に⾄るまでの間において、善良なる管理者の注意をもって

⾃らの業務を執⾏し、⼀切の財産管理を⾏い、財産⼜は権利義務に重⼤な影響をもたらす⾏為を⾏

い⼜は⾏わせる場合については、あらかじめ甲⼜は⼄が相⼿⽅に報告し同意を得たうえでこれを⾏

うものとする。 

 

第 8 条 （役員の任期） 

甲及び⼄は、効⼒発⽣⽇よりも前に選任された甲の取締役及び監査役の任期は、本株式交換の前

後で変更されないことを確認する。 

 

第 9 条 （契約解除・変更） 

1 甲及び⼄は、次のいずれかに該当する場合、本株式交換の実⾏前に限って本契約を解除できる。 

(1) 甲⼜は⼄のどちらかが本契約に定める義務のいずれかに違反（但し、軽微な違反を除く。）し、 

1週間以上の期間を定めて是正の催告を⾏っても期間内に是正が⾏われなかったとき。 

(2) ⾃らの責めに帰すべからざる事由によって、効⼒発⽣⽇までに、株主総会その他本株式交換の

た 

めに法令上必要とされる⼿続きが完了しなかったとき。 

(3) 天変地異や財務状況の極端な悪化などの事情により本株式交換の実⾏が困難となったとき。 

(4) 甲⼜は⼄のどちらかが破産、⺠事再⽣、会社更⽣、特別清算その他法令上の倒産⼿続きを開始

したとき。 

(5) 甲⼜は⼄のどちらかが解散決議を⾏ったとき。 

2 本契約の締結⽇から効⼒発⽣⽇までの間において、甲⼜は⼄の財産や経営状態に重⼤な変動が⽣



じた場合は、甲及び⼄は、協議し合意の上、本契約の内容を変更することができる。 

 

第 10 条 （協議事項） 

本契約に定めのない事項については、甲及び⼄は信義誠実の原則に従い協議の上解決する。 

 

第 11 条 （合意管轄裁判所） 

本契約に関する⼀切の紛争解決については、東京地⽅裁判所を第⼀審の専属的合意管轄裁判所と

する。 

 

本契約締結の証として本書２通を作成し、甲⼄がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有する。 

２０２５年８⽉１３⽇

 

 

 



（別紙2） 

交換対価の相当性に関する事項 
 

１．本株式交換に係る割当ての内容 

 当社 マイグレ 

株式交換に係る割当比率 1 628 

本件株式交換により交付

する株式数 
当社普通株式：115,552株（予定） 

（注１）株式の割当比率 

マイグレ株式１株に対して、当社株式 628 株を割当交付します。ただし当社が保有するマ

イグレ株式については、本株式交換による株式の割当ては行いません。 

（注２）本株式交換により交付する株式数 

和心は、本株式交換に際して、新株を発行し、和心の普通株式 115,552株を割当交付する

予定です。これは、和心の発行済み株式総数の 1.77％に該当します。 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本株式交換に伴い、当社の単元未満株式（1単元（100株）に満たない数の株式）を保有す

る株主が生じることが見込まれますが、当社の単元未満株式を保有することとなる株主の

皆様におかれましては、下記の制度をご利用いただくことができます。 

① 単元未満株式の買取制度（単元未満株式の売却）：会社法第 194 条第1項の定めに基づ

き、当社に対し自己の保有する単元未満株式の買取りを請求することができます。 

② 単元未満株式の買増制度（1単元への買増し）：会社法第 194 条第1項の定めに基づき、

当社が買増しの請求に係る数の自己株式を有していない場合を除き、保有する単元未満 

株式の数と併せて 1 単元株式数（100 株）となる数の株式を当社から買い増すことができ

ます。 

（注４）1株に満たない端数の処理 

本株式交換により交付する株式に当社の１株に満たない端数の割当てを受けることとなる

マイグレ株主に対しては、会社法第 234条の規定に基づく処理を行います。 

 

２．本株式交換に係る割当ての内容の考え方  

（１）当社株式の株式価値の算定方法  

   当社株式については、当社が東京証券取引所グロース市場に上場しており、市場株価が存在

することから、市場株価法を用いて算定いたしました。 

   その結果、当社株式の 1株当たり株式価値は以下のとおりです。 

算定方式 算定結果 

市場株価法（終値） 482円 

 

（２）マイグレ株式の株式価値の算定方法  

   非上場会社であるマイグレの株式価値については、業績推移と今後の成長性を踏まえ、将来

の利益創出力を的確に反映する手法としてEBITDAマルチプル法を採用し、2025年7月31日

付で算定いたしました。     



   算定方式 算定結果 

インカムアプローチ（EBITDAマルチプル法） 302,500円 

 

（３）株式交換比率 

   当社及びマイグレは、上記（１）及び（２）で算出した当社株式の株式価値とマイグレ株式

の株式価値を基に慎重に交渉及び協議を重ねた結果、本株式交換の株式交換比率を１．記載の

比率のとおり合意しました。 

 

（４）上場廃止となる見込み及びその事由 

   本株式交換により、当社は株式交換完全親会社となり、また株式交換完全子会社となるマイ

グレは非上場のため、該当事項はございません。 

 

２．交換対価として当該種類の財産を選択した理由 

  本株式交換の交換対価として、完全親会社となる当社の普通株式を選択いたしました。 

 （理由） 

    本株式交換による当社及びマイグレの完全親子会社化に伴う統合効果によって得られる

当社グループ全体の企業価値の向上を享受いただくために、本株式交換の交換対価を、全

て当社の普通株式とすることが適切であると判断いたしました。 

 

３．新規株式発行による当社の資本金及び資本準備金の額 

  本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39 条の規定に従

い、当社が別途適当に定める金額とします。かかる扱いは、法令及び当社の資本政策に鑑み、相

当であると考えております。 



（別紙 3） 

 

（マイグレの最終事業年度に係る計算書類等） 

 



 



 

 



 



 


